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公共部門および農場をのぞく従来からの交渉部門における変化の事実経過
は， 16産業を例として年表風にすでに記したとおりである。問題はかかる事実
経過をどうみるかだが， 交渉当事者である労働組合側の内部変化をまず検討
し，しかるのち交渉自体の動きを分析するのが望ましいであろう。具体的には
縄張りの調整と組織活動，組合指導者の交代に象徴される動き，交渉方式の変
化，下部発言権の増大傾向などが，その検討項目としてあげられようし，これ
らが明らかとなってこそ交渉自体の動きの分析もより容易となろう。そこで前
記検討項目を順次論じることにしよう。
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1. 縄張リ調整と組織活動
AFLと CIOが合同した主たる動機のひとつが縄張り争いの解決にあった
ことはよく知られるが， 196_0年代以降におけるアメリカ労働組合の組織活動も，
AFL-CIOによる縄張り争い解決の新フ゜ラン採択とそれにもとづく組織方針が
その基調となっており，この点は注目されてよいであろう。そこでまずはその
動きを年表風に記述することから始めよう。
1959年 AFL-CIO大会は，傘下組合の縄張り争いにかんして第三者による最終的な
強制仲裁の原理を認める。これは，加盟組合のオートノミーの尊重という伝統
的方針からの逸脱をしめすものとして重要である。
なお 1953年除名された国際沖仲仕組合 (theInternational Longshore-
men's Associaton, 略して ILA)は，国際沖仲仕友愛組合 (theInterna-
tional Brotherhood of Longshoremen, 略して IBL)との合同およびチー
ムスター組合との関係一掃を条件に復帰を認められる。かくして ILAとIBL
とは合同するI)。
1960年 AFL-CIOは，組織活動の強化のために産別組合部 (theIndustrial Union 
Department, 略して IUD) を再編し， IUDをして縄張り調整を推進させ
る。また農業労働者組織委員会にチャーターを発行する丸
1961年 AFL-CIOにおいて縄張り争い解決の新プランが採択される。すなわち，まず
AFL-CIO会長の選任した内部の調停者が紛争申立てを処理し，調停者が14日
以内に解決できなければ， 第三者の公正な審判員 (umpire)が申立てについ
て事情聴取しかつ判定をおこなう。その判定の会長への再審申立ては可能であ
り，その際会長は，執行評議会内の小委員会をして再審申立ての却下もしくは
執行評議会付託のいずれかを決定せしめる。執行評議会は，再審により審判員
の判定を覆えすことができる。このプランの特長は，その目的が傘下組合の管
轄自体の決定ではなく個別紛争の解決にあることであり，また罰則をもって最
終決定の遵守をせまり，法廷に訴えることなどを禁じていることにある3)。
1) Monthly Labor Review, January 1960, p. 15. 
2) Monthly Labor Review, January 1961, p. 23. 
3) Monthly Labor Review, January 1962, p. 4. 
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1962年 AFL-CIO執行評議会は，ロスアンジェルス地域の末組織企業 5,000社の労働
者 75万人を組織するため，組合間の共同組織闘争 (co-operativeorganiza-
tion campaign)を開始する用意のあることを発表し，そのための組合間の行
動割り当てをおこなう 4)。
1963年 AFL-CIOは，南カリフォルニアでパイロットの組織活動を開始し，ワシント
ンD.C.とバルティモアでも同様の計画を発表する。 9月末までの3カ月の交
渉代表選挙では， 1, 126単位（労働者数は約 75,000人）において組合が交渉
権をうる。なお産別組合部 (IUD)は， その縄張り調整活動をさらに推進す
る5)0 
1964年 前々年に始まったロスアンジェルスの共同組織フ゜ランは，成果の乏しいことを
理由に中止される6)。ただしそれにより縄張り争いは減少しつつある様子丸
1967年 AFL-CIO組合員数は， 1962~1963年の落ち込み以来最高水準に達し，通年平
均で 1,430万人となる見
1968年全米自動車労働組合 (theUnited Auto Workers, 略して UAW)はAFL-
CIOを脱退し， 7月チームスター組合とともに労働活動同盟 (theAlliance 
for Labor Action, 略して ALA)をつくる。 AFL-CIOは，競合組織とし
て前記 ALAを排斥する丸
1969年 AFL-CIO大会は，化学労働者組合 (theChemical Workers Union, 略し
て CWU) が ALAに加盟したとの理由で同組合を除名する。また AFL-
CIOは， UAWからの批判にたいして反論をおこなう。なお ALAはその第
1回大会を5月ワシントンで開く 10)。
1970年 ALAは， 組織の主たる担い手であるチームスター組合と UAWとがそれぞ
れ長期の協約交渉に忙殺され， かっ ALAの哄実上の創設者たるルーサーが
4) Monthly Labor Review, January 1963, p. 20. なお前年の縄張り争い解決の新フ゜
ラン採択後の最初の10カ月間の申立ては 142件， うち内部で調停ずみないし調停中の
ものは 100件，第三者の審判員が決定を下したものは31件であった。
5) Monthly Labor Review, December 1963, p. 1402. 
6) Monthly Labor Review, December 1964, p. 1388. 
7) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1419. 
8) Monthly Labor Review, December 1967, p. 7. 
9) Monthly Labor Review, January 1969, p. 12. 
10) Monthly Labor Review, January 1970, pp. 38, 39~40. 
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事故死したこともあり，活動停止の状態におちいる 11)。
1971年春，化学労働者組合 (CWU)は AFL-CIOに復帰する12)0 
1972年 ALAは年初に崩壊する。その主たる原因は， 1970年のゼネラル・モーターズ
争議による UAWの財政難とレクリエーション訓練センターの予想外の出費
であったとされる13)。 ‘ 
1973年機械工組合 (theInternational Association of Machinists, 略して !AM)
は6月 AFL-CIO鉄道労働部を離脱する。 その理由は，賃上げ，退職基金財
政の健全化，下請発注規制にかんして同労働部に所属することのメリットがと
ぼしいというもの。板金労働者組合も鉄道労働部を離脱する14)。
1980年 AFL-CIOは，無所属中立系の大組合の加盟ないし復帰をよびかけ，チームス
ター (1957年除名）および UAW(1968年脱退） との間で復帰交渉を，また
全米炭鉱労働者組合 (theUnited Mine Workers, 略して UMW)との間で
加盟交渉を始める15)。
1981年 UAWは遂に AFL-CIOに復帰する16)0 
以上に描かれた AFL-CIOの動きは，その前身の AFLなどと違って傘下
組織にたいして強い指迎力を発揮していることが特徴的であろう。チームスタ
一組合との絶縁を被除名組合の復帰の条件としたり (1959の ILAの場合），縄張
り争いの強制仲裁方式を採用したりした (1961年の新プラン採択）ことは，そのよ
い例であろう。とくに縄張り調整の新プランは特筆に値する。
同プランの第三者の審判員をつとめたデビッド・コールが，その経験からの
べているところは重要である。かれによれば， AFL-CIOの存立上縄張り調整
は不可欠であるが，それは，ジョッブ意識理論による縄張り争い解釈の妥当し
た初期 AFL時代とは異なり，現代は職種別組合も産業別組合色を帯び，産業
別組合も職能グループの自主性を尊び，相互の縄張りを尊重しようとする空気
11) Monthly Labor Review, January 1971, p. 1. 
12) Monthly Labor Review, January 1972, p. 25. 
13) Monthly Labor Review, January 1973, p. 24. 
14) Monthly Labor Review, January 1974, p. 13. 
15) Monthly Labor Review, January 1981, p. 19. 
16) Monthly Labor Review, January 1982, p. 27. 
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がありながら，なおかつ紛争が絶えないことによる。その原因は，①縄張り維
持欲（一種のモンロー主義），R組合の勢力拡大欲（拡大により産業・政府から，また
労働界内部で重視される）， ⑧他組合の拡大防止ないし弱体化の意図， の3点に
求められるという。そこで紛争対策としては，詳細な制限規則を設けてそれを
厳格に実施しようとする立場と，縄張り不可侵協定は限定的性格のものでよい
とする立場（交渉代表権を争う自由を重視する立場）とが対立することになるが， 現
実には後者が支配的となる。 AFL-CIO結成の前提となった 1954年の不可侵
協定に傘下組合の％もが署名したのは，後者の立場（既存縄張りの保護）が承認さ
れた結果であろうが，そのことは逆に紛争発生の可能性が温存されたことを意
味する。 1958年の AFL-CIO執行評議会は，縄張り不可侵原則の全加盟組合
にたいする一律適用と紛争手段としての相手組合製品にたいするボイコットの
禁止とを決議したが，それは不可侵協定成立後もなお紛争が絶えなかったこと
による 17)0 
皮肉なことに，不可侵原則の全加盟組合への適用が決議されてのち申立件数
は倍加している（平均年間件数75件から150件余へ）。 1954年~60年がその再調整・
試験期間とされ，また不可侵協定が「一時の気まぐれ」 (apassing fancy)と疑わ
れた所以でもあろう。’紛争にかんする審判員判定の拘束力を叫んでみても，判
定に不服の当事者組合が協定を離脱すれば，かかる拘束力宣言は「引きあわな
い勝利」 (a.Pyrrhic victory)に終りかねない（ただしその実例は1例のみ）。さらに
それと平行して全国労働関係委員会(NLRB)や法廷への提訴がおこなわれれば，
不可侵協定手続の進行は当然に遅延せしめられる。これをしもいわゆる forum
shoppingの弊害というべきだが， AFL-CIOは柔軟性と忍耐をもってそれに
処したという18)。
1954年の不可侵協定は，1958年における同協定の全加盟組合適用によって，も
17) David T. Cole, "The Internal Disputes Plan - A Working Reality", The 
American Federationist, June 1969, pp. 16~18. 
18) Ibid., pp. 18~19. 
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はや任意プランではなくなっていたのだが， 1961年に重ねて新プランが採択さ
れたのは，以上の状況を反映したものである。審判判定の再審請求手続，同判
定不履行にたいする制裁， 法廷訴訟の禁止などが同フ゜ランに定められたこと
は，それをしめす。 コールは，この AFL-CIO内紛調整フ゜ランについての最
終的な評価をくだすにあたって，不可侵協定が交渉代表選択の自由を否定する
とする一部の批判(NLRBはこれを認め，連邦控訴審はこれを斥けた）にふれ，同協
定の功罪バランスは縄張り侵入禁止のもたらす安定にあったとし，ただ留意す
べき点としては，労働者が最初の交渉代表を決定する際の選択権の保障される
べきことをあげる。 それはともあれ新フ゜ラン発足後の 8年間の実績（申立ては
、849件， うち調停による解決は 500件，審判によるもの213件，審判判定の不履行申立ては
53件，不履行への制裁決定5件）よりしてコールは，新フ゜ランは旧協定ほどの峻厳
さがなく，「労働運動の充分に確立・容認された制度」となったという 19)0 
以上のように紛争の内部調整が確立したとすれば， AFL-'CIOの組織活動も
容易となろう。 1962年の共同組織闘争はその表われであろう。ただしその背景
的事実は複雑であって， たとえば AFL-CIO組織部のアラン・キストラーと
チャールズ・マクドナルドのいうところでは， 組織率の低下（組織可能労働者数
にたいする組合員数の比率は1956年が42%,1974年は32彩）はかならずしも組織活動
の失敗を意味せず，たとえば前記のほぼ20年間の交渉代表選挙において組合が
勝利した比率は 53%に達し，さらに政府部門の組合員数は，その間に 915,000
から2,900,000へと 3倍以上の増加をしめしていたのである。だが新規組合員
数の絶対増加が減少したことは事実であって，この点で全国製造業者協会に代
表される資本攻勢 (NLRBへの不当労働行為申立件数の激増はその現われ）は無視で
きないだけでなく，南部・南西部の未組織地域の存在自体がひとつの脅威とさ
えなる。共同組織闘争はかかる状況への対応であったという 20)。具体的にはこ
19) Ibid., pp. 19~21. 
20) Alan Kistler & Charles McDonald, "The_ Continuing Challenge of Organiz-
ing", The American Federationist, November 1976, pp. 8~13. 
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の活動はオーランド，ニュー・オーリンズ，ロスアンジェルス，プエルト・リ
コで始められ， 1967年の AFL-CIO組合員数の回復は， そのことと無関係で
はない。なお AFL-CIO組織部は組織テクニックの調査検討をおこない， 若
年労働者，女子労働者，就職 1年未満者が相対的に組合に無関心だとする固定
観念の誤まりを指摘し，そのいずれもが組織化の新対象たりうることを示した
が見その祓極性のほどは注目してよい。
冒頭の年表風記述からもわかるように， AFL-CIOの組織にとっての一大関
心は， 全米自動車労働組合(UAW)の脱退・復帰と労働活動同盟(ALA)の帰趨
とであった。この事件は，全国組合の組織活動および指迫権争いと関わるもの
であって，具体的には，組織率低下に象徴される組合運動の地盤沈下的状況の
もとで，労働者の社会的役割と組織拡大をめぐってジョージ・ミーニーとウォ
ルター・ルーサーとの間に理念の対立があり，それが事件の引き金となったこ
とは否定できない。直接の契機は， UAWが AFL-CIOの進路を討議する特
別大会の召集を要求し，. AFL-CIO側がその要求に応じる条件として同大会
決定への服従を UAWに求めたことにある22)。だがそこには， かつて CIO
のAFl.,よりの独立を促したような状況（たとえば組合員の直接的利益反映の欠如）
はみられない。ミーニーと）レーサーの理念の対立は，究局には 2人の育った組
織の体質の相違に根ざしているにせよ，この時点での分裂を正当化するほどの
ものではない。）レーサーが分裂という犠牲を払ってまでチームスターと組んで
結成しt~ALA が， 結局は改革の「切り込み刀」 (thecutting edge)としての
目的を果しえずに 3年半の短命に終ったことは，その辺の事情をしめすものと
いえよう。いいかえれば UAWの脱退は， ミーニーと）レーサーという強い個
性の確執の延長線上の事件といえなくもなく，それなればこそ）レーサーが世を
21) William L. Kirchner, "Yardstick for More Effective Organizing", The Ameri・
can Ff!derationist, March 1969, pp. 21~23. 
22) Monthly Labor Review, January 1969, p. 12. なおミーニーに対立するルーサー
の理念は「社会的ユニオニズム」と称されようが，この点を論じたものとしては，秋
元樹著「デトロイト」 (1981年， 日本評論社）第5章の5が参考になろう。
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去り， ミーニーが引退した時点で， UAWの復帰は自然の流れであったとも
いえる 23)。その復帰が労働界のレーガン保守政策との対決の時期 (1981年）だ
ったことは， その根底に復帰後の UAWの力量にたいする特別の期待がひそ
んでいたためでもあるが吼それはあくまで復帰時期の問題であったとみるべ
きであろう。
さて以上は AFL-CIOレベルの組織活動についてであるが， 目を全国・國
際組合のレベルに転じても， さまざまな動きがみられる。たとえば 1960年に
UAW, 全米鉄鋼労働組合 (USW), 国際電気労働者組合 (IUE), 国際機械工組
合(1AM)の4組合は， AFL-CIO産別組合部 (IUD)の縄張り争い抑制方針に
したがい， フィラデルフィア地域にたいして華金フ゜ール化等の手段をつうじて
組織活動をおこない， 10目標のうち 7目標にかんして成功を収めたという。
IUDとの関係を離れた同年の他の動きとしては，航空会社のストライキ保険制
度に対抗するための航空7組合による相互援助の合意などが特筆されよう 25)。
翌1961年の海上組合(NMU), 沖仲仕(ILA), チームスターの 3組合間の相互援
助協定や，チームスターと採掘・砕石・熔鉱労働組合(MMSW)の相互協定も注
目されてよい。ただし前者の場合 ILAは， AFL-CIO復婦の条件としてチー
ムスターとの絶縁を求められていたため，ほどなく相互援助協定を離脱してい
23)ミーニーの引退する 2年半も前の 1977年5月， UAW会長はウッドコックからフレ
イザーに代ったが，フレイザーは AFL-CIO復帰論者であり，その時点で UAWと
AFL.:..croとの溝の埋まることが予想されたという （『日本経済新聞」昭和52年1月
4日，夕刊）。
24)この点でラスキンはいう。従来、AFL-CIOは， さまざまなグループ（環境保護団
体，消喪者団体，公民権団体その他）との関係調盤に苦慮してきたが， UAW復帰は
その解決の助けとなろうし， さらに軍事予算をめぐる対立の緩和， 糾合蓮動のイメ
ージの回復， 政治活動・組織活動についての支持）習確保にとっても， UAW復帰は
プラスであったと (A.H. Raskin, "The Road to Solidarity; Labor Enters a 
New Century", The New Leader, November 30, 1981, p. 13)。なお同様に UA
W復帰をレーガン政権保守化の折の労働側の大なる戦力と説くのは「日本経済新聞』
（昭和56年4月13日）である。
25) Monthly Labor Review, January 1961, p. 23. 
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る26)。
もっとも縄張り争い自体が解消されたというわけでなく，熾烈な争いの例は
多い。たとえばミサイル基地での建築職種間の争いは珍しくなく， 1960年機械
工組合(IAM)は，国防省やミーニーの努力にもかかわらず，鉛管工組合との管
轄にかんする 8カ年協定を一方的に破棄してしまった27)。1962年には，チーム
スター組合は電機(IUE)および通信(CWA)の2組合との間でゼネラル・エレク
トリックおよびウェスチングハウス各社における交渉権を争おうとしたし，ま
た海員国際組合 (SIU)がシカゴとフィラデルフィアの自動車運転手組織（元チー
ムスター組合員）にチャーターを発行したりしている28)。 1964年には，火夫・機
関士組合と鉄道機関士組合による組合員の奪合い，制動手友愛組合による転轍
手組合および車掌組合の吸収合併提案などがみられるが， とくに注目すべき
は，製紙産業における新設組合（西部パルプ・紙労働組合）の既存組合にたいする
NLRB選挙の勝利であった29)。
組織活動に関連してぜひとも記しておかねばならないのは，組合間の合同で
ある。 1963年石版印刷と写真製版の両組合は合体して石版印刷・写真製版国際
組合をつくり go), 1972年には製本工友愛組合がこれに合体してグラフィック・
アーツ国際組合が生れている。 1973年には印刷プレスマンとステロ版・電気版
・銅版エの両組合が合体して国際印刷グラフィック・コミュニケーション組合
をつくった。おなじく同年の国際ビール労働組合によるチームスター組合との
合同決定は，双方が多年敵視しあってきただけに注目される 31)。1976年の繊維
労働組合と合同衣服労働組合の合体による合同衣服繊維労働組合 (ACTWU)の
26) Monthly Labor Review, January 1962, p. 5. なおチームスクーと MMSWとの
協定は，組織化，交渉，立法活動の各面にわたる。
27) Monthly Labor Review, January 1961, pp. 22~23. 
28) Monthly Labor Review, January 1963, p. 20. 
29) Monthly Labor Review, December 1964, p. 1389. 
30) Monthly Labor Review, December 1963, p. 1402 ; December 1964, p. 1388. 
31) Monthly Labor Review, January 1974, pp. 19~20. ，?
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設立は， J・P・ スチープンス社（未組織の牙城）の組織闘争との関連で特筆に値
する32)。1979年には，小売店員組合と肉切夫組合の合体による統一食品商業労
働者組合の設立，皮革労働組合による大工組合との合同，配給労働者組合によ
る UAWとの合同がみられる33)。他にも組合間の合同は数多く，また合同ヘ
の動きも多い。 AFL-CIO成立以来1981年までの組合合同件数は60件を超え，
その13%(8件）は1980年および81年におこなわれたという 34)。以上の合同のす
べてが縄張り調整を意図したものではないが，その直接ないし間接の調整効果
は否定できないであろう。
最後に付言すべきは， 従来は縄張りの確保と調整をもっぱらとした AFL-
CIOが，組織の停滞という現実に直面して未組織領域の開拓に積極的な姿勢
をしめしたことであろう。 1980年の AFL-CIO大会が「画期的」とされたの
はその故だが~5), 翌年 10月からの AFL-CIOの組織キャンペンの推進にもか
かわらず， たとえば USWによるデュポンの 7~8年ごしの組織闘争はかな
らずしも成功したといえず，この時点で同組合が組織しえていたのは同社の 1
事業所にすぎなかった36)。UAWのホワイト・カラー組織運動は， ミシガン
のプルー・クロス＝ブルー・シールド組織や東部の一部大学では若干の成功を
収めたが，本来の自動車産業ではかならずしも成功を収めていない37)0 
32) Monthly Labor Review, January 1977, p. 35. 
33) Monthly .Labor Review, February 1980, p. 16・. 
34) Monthly Labor_ Review, January 1982, p. 27. 
. 35)エイブラハム ・H・ラスキン「AFL・CIO, そのリーダーと戦略（下）」（『トレン
ズ」 1981年4月号） 71ペー ジ。
36) Monthly Labor・Review, January 1982, p. 27. なお日本の新聞は，デュボン組織
化を狙う USWが 1981年 12月のヒューストンの NLRB選挙でも敗れたことを報
じ， USWのデュボン抱き込みは失敗だったという（『日本経済新聞」昭和56年12月
20日）。
37) Monthly Labor Review, January 1983, pp. 35~36. 
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2. 指導権争い
ここにいう指祁権争ぃとは，指祁者の交代というほどの意である。歴史にお
ける個人の役割の強調は禁物であろうが，歴史の局面の如何によっては個人の
個性のもつ意味は大きい。ゴンパーズ，ジョン・ルイス，ウォルター・ルーサ
ー，ジョージ・ミーニーなどは，まさにそうした個性であろう。すでに過去の
人物であったゴンパーズは別として，その残る 3人が相次いで世を去ったのだ
から，このことに言及しておく必要はあろう。
ルイスは 1960年に労働界を引退し， 1969年に世を去った。その引退自体が
CIOを象徴するルイス時代のすでに去ったことを示したが， その死は，それ
がまったく過去のものとなったことを意味する 38)。ただし}~イスの影轡力はす
．でに失われていたから，その死のインバクトは象徴的な性質のものであろう。
これに比すれば， 1970年 5月のルーサーの航空事故死は39), かれが UAWの現
役の会長であり， かつまた反 AFL-CIO路線の実践者であっただけに，その
現実的影響は大きかっ・た。その後の一連の事件（労働活動同盟ALAの崩壊， UAW
のAFL-CIO復帰など）は，それをしめす。
だがルーサーは知性がかちすぎる。労働界を真に指埒するには一種の泥臭さ
が必要だが，それを充分に持ちあわせていたのはミーニーであって，それだけ
にミーニーの引退と死は，後継者との対比において，まさに個人の交代ではな
く時代の交代であったことをしめす。 1979年 11月のかれの引退は，その年齢
(85歳）と健康状態（足腰の痛み）と妻の死から充分に予想されたところではある
が40), それでも引退直後のミーニーは，まだカーター大統領を批判するだけの
元気はあった41)。だが， そのかれも程なく (1980年1月）世を去ったから， ミー
38) Monthly Labor Review, January 1961, p. 22 ; January 1970, p. 39. 
39) Monthly Labor Review, January 1971, p. 8. 
40) Monthly Labor Review, February 1980; p. 1. 『日本経済新聞」昭和54年8月10
日。
41) 「H本経済新聞」昭和54年1月16日，夕刊。
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ニーは，引退後もなお影の支配力をふるうことは許されなかったことになる。
とはいえミーニーの個性は強烈にすぎたため42), 後継者レーン・カークランド
はやや軽い評価をうけた面がある。たとえばカークランドは大学卒の知識人で
あり， 現場経験のない最初の指導者であって， 「モンキー・レンチをふりまわ
す鉛管工」たりえず，かつまた引退したボスを意識して「片目をバック・ミラ
ーから離せない」であろうから，結局は「ミニ・ミーニー」としてコンセンサ
ス型の指導者たらざるをえないし，さらに改革の必要性を頭で理解しても行動
には移せないであろうといった評価が，そうである43)。いずれにせよミーニー
の時代は去ったのだ。
そのひとつの証拠は，主要な全国組合の指導者交代にみられる。たとえば機械
工組合の会長は，シーミラー→スミス (1969年就任）→ウィンビシンガー (1977年
就任）と代り，鉄鋼労働組合の会長ば， マクドナルド→アーベル (1965年就任）→
マクプライド (1977年就任）→ウィリャムズ (1983年就任）と代り，自動車労働組合
の会長は，ウッドコック→フレイザー (1977年就任）→ビーバー (1983年就任）と代
ったが， 以上のうちフレイザーとウィンビシンガーは， 組織活動に消極的な
AFL-CIO方針にたいして批判的であった。いうまでもなくフレイザーはJレー
サー派であり， またウィンビシンガーは反ミーニー的な産業別組織論者であ
った。もっともマクプライドは非革新系であり，よく会長選挙に勝てたものと
いわれたが，ただし鉄鋼組合の書記長レベルは革新系であったという。フレイ
ザーやウィンビシンガーの登場はいずれもミーニー引退前のことであるが，そ
42) 『朝日新聞」（昭和54年11月27日，夕刊）の「今日の問題」は， ミーニーについての
思い出として， 8年前 (1971年）の AFL-CIO大会に赴いて協力を訴えたニクソン
にたいするミーニーの露骨ないやがらせとともに，大会オプザーバーとして出席した
外国労組代表の・招待レセプションの席上におけるミーニーの態度（まるで謁見者の
それ）にふれている。 なおミーニー特輯とレては The American Federat切nzst,
December 1979; January 1980が詳しい。
43)エブラハム ・H・ラスキン， 「AFL-CIO,そのリー ダー と戦略（上）」（『トレンズ」
1981年2月号） 66, 67, 68ページ，およびおなじく 「AFL-CIO,そのリーダーと戦
略（下）」（『トレンズ」 1981年4月号） 67~68ペー ジ。
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の後アメリカ組合運動が大々的な組織活動を開始したのをみると， ミーニー型
の一枚岩的な AFL-CIOは，もはや昔日のものとなったとの感はある。 44)
指導者の交代は他の全国組合とて例外ではない。チームスター組合（ホッファ
→フィッツシモンズ→ウィリャムズ→プレサー）， 炭鉱労働組合（ミラー→チャーチ→
トルカム），沖仲仕倉庫労働組合（ブリッジス→ハーマン）などは，その代表的なも
のであろうが，・かつてのルイスや）レーサーに比して，会長の在任期間の著しく
短くなったのが目をひく。
アメリカ労働運動の特徴とされた暴力が指導権争いと結びついた例は，ヤプ
ロンスキー事件であろう。 これは，炭鉱労働組合(UMW)の 1969年会長選挙に
おいて執行委員ジョセフ・ヤブロンスキーが現職のW・A・ボイルと争い，選
挙ではボイルが勝ったもののヤプロンスキーがその無効を主張し，翌1970年に
それを法廷に持ちこんだことが，発端である。独自の調査をおこなった｀労働省
は，原告側の主張を認め，連邦法延にたいして選挙を無効とし，そのやり直し
（労働省管理による）を UMWに命じるよう要望したほどである45)。1972年の連
邦地裁判決は労働省の要望に即したものであって，その結果おこなわれた12月
のやり直し選挙で，アーノルド・ミラーが正式に会長に選出された。だがそれ
以前にヤプロンスキー夫妻と娘が自宅で射殺されるという事件がおこり， 1973
年には遂にボイルが射殺事件との関連を疑われて起訴されたため，話は複雑と
なった。起訴状によれば，ボイルは選挙前にヤプロンスキー殺害を計画し，殺
し屋3人と仲介者2人への報酬として組合基金より 2万ドルを支出したとさ
れ．事件にかかわった UMW第 19地区の W ・ターンブレイザーが． その旨
44)アラン・アダムズ「動きだしたアメリカの労働運動」（『トレンズ37』)15~16ペー ジ。
もっともミーニーの神通力はすでに失われていた面もある。 1972年の大統領選挙でミ
ーニーは民主党候補マクガバン（ベトナム反戦派）支持をやめ，中立を唱えたが，下
部組織にはニクソンを支持するもの，マクガバンを支持するもの， ミーニーの決定に
したがうものあり，四分五裂の状態だったという（『朝日新聞」昭和47年8月14日）。
45) Mi. 叩 thlyLabor Review, January 1970, p. 39; January 1971, p. 1. 
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証言したという 46)。ボイル自身は，大陪審法廷の直前に自殺を計っている。
なお指等権争いとの関わりは不明だが，この時期の暴力として誰しも想起す
るのは， チームスター組合元会長ジェームズ ・R・ホッファの失踪事件 (1975
年7月末）であろう。原因としては時の会長フィッツシモンズとの確執やマフィ
アとの関係などが取り沙汰されたが，真相は不明のままであるの。
3. 交渉方式
1960年代の AFL-CIO産業別組合部 (IUD)は， 複数組合連合交渉 (multi-
union bargaining)をその優先プロジェクトとしたが， それは 1966年の交渉に
おいて実現の運びとなる。同年の電機の交渉がそうであった48)。
その経過は多少詳しく述べておく必要がある。組合側にとっての最大の標的
はいうまでもなくゼネラル・エレクトリック (GE)社だが， GEは交渉相手の
諸組合を「半ぱ組合」などと軽侮し，その賃金・諸給付，の水準も生産性・利潤
に比して低く押さえられていたから，労働側にはその対策を検討する必要があ
った。かくして 1965年ジョージ・ミーニーと関係諸組合の会長は， ここに連
合交渉委員会 (the• Co-ordinated Bargaining Committee, 略して CBC)を設置
し， ミーニーがその委員長となって， AFL-CIOによる全面支援を約した。
GEおよびウェスチング/ヽウス(WH)両社との従来の交渉は，全国レベル〔国際
電気労働者組合 (IUE)対 GEおよび WH両社，国際電気労働者友愛組合 (!BEW)
対 WH社J,地方レベル〔前記両組合ローカルによる補足交渉〕， その他のレベル〔他
の組合による地方協約交渉〕の 3段階に分たれていたが，この実態に即して CBC
の権限は全国交渉目標の決定のみに限定され，それ以外の問題については参加
46) Monthly Labor Review, January 1973, p. 24; January 1974, p. 19. 
47)この事件は， 日本の新聞が詳しく報道している。『朝日新聞」（昭和50年8月19日）お
よび「日本経済新聞』（昭和50年8月22日夕刊， 昭和50年9月1日）をみよ。 ホッフ
アの自作・自演説までとびだしたほどである。
48) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360. 
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組合は自由とされた。調整 (co-ordination)が求められたのは，かかる枠組にお
いてである49)。
さて 1966年3月15日， CBCは第 1回調整全国会議を開いている。生産性に
ふさわしい賃上げ，生計費エスカレークーの復活，地域間賃金格差の是正，付
加諸給付の改定などのプログラムがそこで決定されているが，重要なのは『統
-」 (Unity)と題する新聞が発行され， 17人の．専従地域コーディネーターが任
命され，かつその後合同組合集会が17回も開かれ，組合間の横の連絡網が確立
されたことであろう。 9月半ばの GE正式回答が半年前の予告回答を上まわ
ったのは， CBCによる結束が原因であったと考えられる。 けれども同社の一
発回答姿勢(Boulwarism)自体は変らなかったため， CBCは9月下旬に第 2回
調整全国会議を開き， 10月初にストライキ突入も辞さないことを決定してい
る50)。
その間5月，組合(IUE)交渉委員会と GEとの交渉がおこなわれたが，この
IUE交渉委員会に他の 10組合の代表が参加していたため， GE側は退席して
しまった。交渉代表選定の自由を根拠に IUEがGEの団体交渉拒否をNLRB
に申立てると， 逆に GEは， IUE他の計 11組合と CBC運営委員会との共
謀を申立てた。 NLRBは GE申立てをしりぞけ， かっ GEの団体交渉拒否
差止めを連邦地裁に申請した。 8月連邦差止令がでて団体交渉は再開された
が，その後連邦控訴法廷がその地裁差止令を覆えし，最高法廷がまたそれを回
復するという 1幕があった。なおストライキそのものについては，防衛生産の
中断防止の立場から，政府のタフト・ハートレー法発動の可能性が伝えられ，
ミーニーがこれに強く抗議したため，結局はジョンソン大統領の 2週間のスト
ライキ延期要請にとどまった。労使はその要請をうけいれ，その 2週間の満了
49) David Lasser, "A Victory for Coordinated Bargaining", The American Feder-
ationist, April 1967, pp. 13~15 ; James D. Compton, "Victory at GE: How 
It Was Done", The American Federationist, July 1970, p. 1. 
50) Lasser, op. cit., pp. 14~16. 
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ダンロップ試案は法案化されて議会を通過したというから，建設交渉の集権
化については，大方の支持のえられる土壌があったとみるべきだが，結局はフ
ォード大統領の拒否するところとなった。その理由は， 同法案が「共同現場」
("common situs")のヒ°ケッティングを認めたためというが， 大統領の真意は想
像するしかない56)0 
以上の詳細は，観察〔2)ですべて明らかにしたところである。
4. 下部発言権の増大とミリタンシー
時代とともに組織が硬直化して活力を失う傾向にあるのは，別に労働組合に
かぎらないが， とくに労働組合は， 民主化（組合員の最大多数の意思反映）と集権
的指導（目標達成の強力な闘争）という相反する原理を調和させねばならないのだ
から，硬直化と活力喪失は憂うべき症候群であろう。その意味で下部発言権の
増大とミリタンシーは， かかる症候群にたいする組織の自然回復力といえよ
う。その傾向がとくに顕著だったとされるのは 1966年であって， すなわちこ
の年，インフレーションにたいする不満もあって，本部執行部の妥結案にたい
する下部の拒否例が多くみられるとともに，かかる空気を反映して一部の組合
は，下部発言手続を公式に定める規約修正をおこなった。以下それに簡単にふ
れておく。
まず本部執行部案拒否の例からみよう。航空の場合，国際機械工組合 (IAM)
と航空 5社との協約改定交渉は， 前年夏から翌 66年春まで続行されたものの
妥結に至らず， また大統領緊急調査委員会の解決案(6月）も組合に拒否された
ため， 7月には遂にストライキの発生となった。ただしその間も交渉はホワイ
ト・ハウスで続行され， 7月末になってやっと暫定協定が成立したが，組合員
は同協定をただちに拒否してしまった。組合員が最終的にそれを受諾したの
は， 政府が復職命令を決定しようとした前日のことだという 57)。電機の場合
56) Monthly Labor Review, January 1976, pp. 11~12. 
57) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1359. 
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は，．国際電気労働者友愛組合 (!BEW)とウェスタン・エレクトリック社との協
定が，また通信の場合は， 全米通信労働者組合 (CWA)とミシガン・ベル社と
の協定が，それぞれ同様の憂き目をみている。同様の拒否例は，他に鉄鋼，大
工，製紙，建設の各産業にもみられるという 58)。
つぎに下部発言権の公式確立の例をみよう。石炭では，この年炭鉱労働組合
(UMW)が交渉にさいしてローカルの発言権を反映させる努力をおこない59),
8年後の 1974年には協約批准にかんする一般投票システムを確立したが60),
とくに後者の意義は大きい。鉄鋼では，鉄鋼労働組合(USW)が，その第 13回
大会において， 交渉手続上の一般組合員の発言権を高める決議を承認してい
る61)。やや趣きは異なるが，一部の組合員層の特権的発言権を認めようとした
例は自動車産業であろう。 1966年自動車労働組合 (UAW)は，規約改正により
熟練労働者層にあらゆる組合協定案への拒否権を与えたのであって，その背景
には熟練賃金水準の相対的低下や NLRBによる熟練層のみの単独交渉単位の
否定という事実はあったにせよ，これにより組合指導部の権限は完全な制約を
うけたことになる 62)。いずれにせよ以上の諸事実は，下部発言権の増大傾向を
しめすものであろう。
もちろん逆の動きもある。 1966年のチームスクー組合大会は，産業・地域・
全国のいずれのレベルの交渉においても国際組合の権限を強化せしめる規約修
正を承認したのであって，それによればローカル組合は，たとえ自己の組合員
の反対があろうとも，国際組合の交渉した条件を認めねばならないというので
ある63)。いかにもチームスクーらしい決定というべきであろう。
・58) Monthly Labor Review, Decem如 1966,p. 1360. 
59) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360. 
60) Monthly Labor Review, January 1975, p. 1. 
61) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360. 
62) Monthly Labor Review, December 1967, p. 5. 
'63) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360. 
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5. 交 渉
ところで交渉自体の内容についてはどうであろうか。観察 (2)は， 16産業
についてその事実経過を詳細にみたものだが，その特徴を要約するのは容易で
はない。労働省のジョージ・ルーベンは， 1948年以降の交渉上の主要な動きと
して，①協約期間の長期化とそれにともなう協定賃上げの一部繰り延べおよび
生計費エスカレーク一条項の採択，③附加的諸給付の拡大，⑧生産コスト節減
および職務保障などの労使の相互的問題への接近の 3点をあげるが64),無難な
指摘であろう。観察〔2)の諸事実は，かかる 3点のすべてもしくはいずれか
に関わる。もちろん他に注目すべき動きはあり，たとえば反組合的牙城とされ
たJ.p. スチープンス社との協約締結の成功や，大学のごとき非労使関係領
域への団体交渉形式の普及などは，特筆するに値しよう。いずれにせよ以上の
動きについて，観察〔2)でのべなかった側面にスポット・ライトをあてなが
ら，許されるかぎりの言及をしておこう。
(1) 協約期間の長期化・賃上げ繰り延ぺ•生計費条項 長期協約の先駆と
して誰しも思いだすのは， 1948年のゼネラル・モーターズ対 UAWの2年協
約であろうが， 同年のある調査によれば， 調査対象 313協約の 75彩以上は 1
年または 1年未満の協約であり， 3年協約は 1例にすぎなかった。だがその後
協約の長期化が始まり， 1975年では 1,000人以上に適用される大型 (major)
協約の90彩は 3年以上であり， 1年協約は 5彩未満にすぎず，平均協約期間は
27.6カ月であったという 65)。ただしニクソン所得政策時に一部に協約期間短縮
化の傾向がみられはするが66)。
64) George Ruben, "Focus on Barga,ining: 25 Years of Progress", The American 
Federationist, May 1974, p. 6. 
65) John Zalusky, "Cost-of-Living Clauses: Inflation Fighters", The American 
Federationist, March 1976, p. 1. 
・66) Ruben, op. cit., p. 9. 建設と鉄道の 1972年大型協約の平均期間は 26カ月であった
が，前回のそれは 28カ月であった。
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協約の長期化を促した要因は，いうまでもなく労使関係の安定化という目標
であるが，協約が長期化すると，協約締結時に協定賃上げ額を満額実施すること
は不可能であり，賃上げ部分の多くは，協約期間内に分割して年次別に逐次実
施されざるをえない。ところで将来の生産物市況（したがって生産物価格）や消費
者物価動向は予測しがたいから，本来安定要因であるはずの協約長期化＝賃上
げ繰り延べ(deferedwage increase)は，労使いずれにとってもそれ自体が不安
定要因を内蔵する。消費者物価動向にたいする対応は，いうまでもなく生計費
変化におうじた賃金調整(acost of living escalator clause)であるが，このエス
カレークー付きの賃上げを定めた協約の協約総数にしめる比率は， たとえば
1968年~74年の間について最低 17%(1970年），最高 55%(1972年）であって，圧
倒的な普及ぶりをしめしてはいない。いいかえれば，エスカレータ一条項をも
たない協約の比率はかなりの高さにおよんだわけであって，その代償措置は交
渉再開条項 (re-openingprovisions)であるが， この条項はあまり実施されず，
前記期間中の同条項適用労働者比率は 1~2.5%にすぎなかったという67)。
観察 (2)の事実をみても， 交渉再開を定めた例は， たとえば 1962年鉄鋼
協約（初年度賃上げゼロの代償として次年度賃上げ交渉を定める）のごとく僅かであ
る。一般に賃金協定において争点とされるものは，賃上げの有無，賃上げ額の
協約期間内各年次への配分，ェスカレーターの有無，エスカレーター適用上の
諸条件（生計費調整額または調整率，調整回数，調整上限の有無）などであるといって
よい。賃上げの放棄は， 1980年以降の譲歩の時代を別とすれば， 1960年代前半
の鉄鋼，製缶・アルミのごとき産業に限定され，鉄鋼不況がその原因であって
みれば，とくにそれを一般化して論じる要はない。論じるべきは，いうまでも
なく生計費条項にかんしてであろう。
生計費条項の考え方そのものは古く，すでに第 1次大戦後の印刷および衣服
の協約にみられたところだが，その復活は第2次大戦後であって，その代表例
はもちろん自動車の協約であろう。適用労働者数 1,000人以上の大型協約につ
67) Ibid., p. 9. 
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いて，同協約適用者総数にしめるエスカレータ一条項適用者数の比率は， 1950
年の 10~るから 1959年の 50.$lるまで上昇しているが， 1966年には 20%にまで低
下し，その後ふたたび上昇して 1975年には 59%に達している68)。観察 (2)
別表のしめすように， 1960年代前半の主たる交渉テーマが職務保障であるのに
たいし，後半以降のそれが賃上げであっ・たのは，そのあたりの事情を説明しよ
う。
かかる状況のなかで生計費条項についてまず注目すべきは， 1960年には鉄道
と電機で， また 1962年には鉄鋼でそれぞれ同条項が協約より削除されたこと
であろう。その復活は，電機では 1966年，鉄鋼では 1971年，鉄道では 1975
年であって，そのことは，鉄道のごとき斜陽産業をふくめてどの産業において
も， 1960年代後半からのインフレーション状況が無視されえなかったことをし
めす。だがそれ以上に注目すべきは，生計費条項そのものは維持するにしても，
その内容を制限する協約が多くみられたことであろう。たとえば生計費調整回
数についてみると，通常の調整回数は年1回， 2回（半年毎）， 4回（四半期毎）の
いずれかであるが， 生計費条項総数にしめる年1回条項の比率は， 1966年 25
鍬 1969年~70年75鍬 1974年 25彩のごとく変化しており，とくに 1960年代
後半の調整回数の減少が目をひく。調整上限の設定については，生計費条項適
用労働者総数にしめる上限設定条項適用者数の比率は， 1966年 2.5彩， 1970年
70鍬 1974年 2.5彩であって，やはり60年代後半における上限設定傾向の顕著
な増大が注目される（なお上限撤廃の動きの開始は70年代に入ってからである）69)。こ
うした状況のなかで多くの組合は， とくに 60年代前半において交渉目標を附
加給付ないし時間短縮の獲得に変えたのであって，‘論者によっては，組合は
「エスカレーター条項を，附加給付のごとき他の改善と取引したのだ」とい
68) Zalusky, op. cit., pp. 1.~2. なお労働統計局の数字は，民間部門の適用者数i.oo人
以上の協約に限定されたものであって，実態を過少評価していることは否定できない
であろう。
69) Ruben, op. cit., pp. 9~10. 
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っ• 70) ゜
長期協約にとって生計費条項は不可欠のものだし，石油危機と穀物不足を背
景とした 70年代のインフレーション状況のもとでは， とくにそうだといえる
が帆同条項の効果自体は，かならずしも満足できるものではない。実際の生
計費調整の算式は，労働統計局の消費者物価指数 (CPI)のボイント変化を当該
交渉単位内の時間当り賃金調整額（セント単位）と結びつけるものであって，具
体的には， CPIを当該交渉単位内の平均時間賃金（セント単位）で除し，そこで
得られたボイント値変化ごとに 1セントの賃金調整をするというものである。
ところで CPI対平均時間賃金の比率（ボイント値）が端数をともなわないこと
は稀であるはずなのに，現実の生計費条項の 1セント賃金調整に対応する CPI
変化は， 0.3ボイントがもっとも多く，ついで 0.4ポイントが多く，全体とし
ては 0.2~0.5ボイントの範囲におよんでいた。 前記比率（ボイント値）の端数
は切捨てよりも切上げの場合が多かったと想像されるから，そのかぎり生計費
調整の不充分さは否めないであろう 72)。
だがかかる生計費調整の最大の欠点は，インフレーションの発生とそれによ
る賃金調整との時間的ずれであろう。その論点は，① CPI変化の発生時点と
その公表時点とのずれ（たとえば10月15日~11月15日の変化をしめす1月CPIが12月
21日に発表される）， ③協約上の調整間隔期間の存在（通常3カ月，半年， 1年のい
ずれか），③ CPI公表時点と調整賃金の支払時点とのずれ，の 3点に要約でき
よう。エスカレータ一条項が， ィンフレーションによる賃金損失の 50形を回
復するにすぎないとされるのはそのためだが，かかる損失は，かかる技術的理
由から完全な回復は不可能であろう 73)。だがそのことは，エスカレーター条項
が生計費上昇の主原因ではないことをしめす。いわば労働者にとってエスカレ
70) Zalusky, op. cit., p. 2. 
71) Rudy Oswald, "Unions and Economic Policy in the Free World", The American 
Federationist, August 1978, pp. 12~13, 14. 
72) Zalusky, op. cit., p. 3. 
73) Ibid., p. 4. 
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ータ一条項は，ーインフレーション列車の車掌車であっても機関車ではなく，駅
で列車を待っているより車掌車にいる方が，まだましだという類のものであろ
ぅ74)。60年代から 70年代にいたるアメリカ労働組合運動にとって， 生計費条
項とは所詮そんなところであったというべきか。
(2) 附加的諸給付の拡大 この領域における成果こそは，アメリカの労働
組合運動が従来なによりも誇りとしてきたところだが，それは具体的には，補
足的失業給付(SUB),年金制度，有給休日 (paidholiday), 有給休暇(paidvaca-
tion), その他の保健厚生プランなどである75)。
まず SUBについては，その成立事情よりしてなによりも自動車の労働協約
を注目すべきであろう。これは， SUB制度自体の保障，その給付水準，その
適用範囲よりみるのがよい。 SUBの制度保障が問題となるのは，景気後退時
のレイオフが大量におよび， そのため SUB基金の枯渇のおそれが生じた場
合であって， たとえば 1961年クライスラーが賃上げ原資より時間当り 5セン
ト相当分を SUB基金にふりむけ，また 1976年フォードが SUB会社負担分
を増額したのは，いずれもその例である。給付水準の改善や適用範囲拡大につ
いては， 1961年の協約改定（給付期間は最高1年まで延長；給付限度額は週 40ドルま
で引上げ；就労時間が週40時間を下まわる場合への適用）， 1967年の改定（所得保障目標
を62%から 95彩へ引上げる）などがあげられる76)。
74) Ibid., p. 6. 
75) Ruben, op. cit., pp, 10'.'"'12 ; Oswald, op. czt., pp. 10~12. なお具体的事実の詳細
は，すべて観察〔2〕の 16産業にかんする記述および別表による。
76)-なお SUBがJobProperty Rights思想の系譜として考えられるべきだとする主張
については，藤田至考「アメリカにおける失業補償―-Job Property Rightsの思
想」（『日本労働協会雑誌』 No.83, 1966年2月）が参考になろう。この思想はウイス
コンシン学派のつとに主張してきたところであり， 失業が Job財産の剥奪であるか
ぎり，藤田氏の問題提起は正しいであろう。だが財産権という概念はすぐれて個人帰
属的であり，したがってレイオフや再雇用の際の先任権の適用について，その概念を
汲みとることは容易である。だが SUBについては，それが年間雇用保障の一形式で
あるとはいうものの，公的失業保険制度（集団的原理）の補足であることは否定でき
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鉄鋼にかんしても SUBは組合 (USW)の主要な目標のひとつであって，
1965年のアランウッド製鋼協約（レイオフ時の所得保障目標を従来の 60%に代えて85
彩とする—いわゆる total job security)や， 1977年の協約 (USWのいぅ終身保証
プログラムの具体化）などは，そのよい例であろう。
SUB以上に重要なのは年金制度であろう。おなじく自動車における動きを
みると， 1964年のクライスラー協約こそは，年金改善（勤続 10年以上の 65歳退職
者にたいする年金の大幅増額，早期退職者の年金改善など）を主眼とした点で交渉上
の新機軸とされる77)。その後も協約改定交渉ごとに年金の改善はすすみ， 1970
年のゼネラル・モークーズ協約（勤続30年の年金受給退職年令を 58歳とする）， 1973
年の同協約（年金受給資格は30年勤続を条件とし，退職年齢は問わない）， 1976年フォ
ード協約（退職者への一時金ボーナス）などは， いずれもその代表例といえよう。
自動車にこだわらなければ， 1974年の鉄鋼およびアルミ・製缶協約にみられる
年金の生計費調整の導入は， 注目すべき改善であろう（ただし鉄鋼の場合は CPI
連動型ではない）。 1977年の港湾協約（東海岸）は年金・厚生基金の使用者による
保障を定めるが， SUBの場合と同様に制度自体の存立を保障しようとしたも
のとして注目すべきであろう。
有給の休日・休暇については，サバティカル休暇ないし休暇延長がこの分野
のひとっのインノベーションとして特筆されよう。その代表例は 1963年鉄鋼
協約であって，その内容は，既存の 3~4週の有給休暇にたいして勤続5年単
ず，失業保険を一種の損害保険とみないかぎり，それは JobProperty Rightと原
理的に結びつくものではない。したがって：SUBの Job財産権を主張するには．，そ
のかぎりの限定は必要であろう。なぉJobPropertyの所有者は使用者ではなく労働
者であるから，完全離職手当を会社による財産買上げとみるのは至当であるが， SUB
を機械にたいする減価償却とみるのは，労働力を機械とおなじ会社の所有財産とみる
立場（会社による労働力の保全）につうじるものであって， Job財産権思想とは無縁
であろう。強いていえば， SUBは，レイオフという Job(労働者財産）剥奪にたいす
る補償行為ないしは財産買上げ代金の会社による割賦払いとみるべきであろう。
77)たとえば白井泰四郎「統ー自動車労働組合 (UAW)の一九六四年交渉」（『日本労働
協会雑誌」 No.76, 1965年7月）。
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位で 9~10週を加え，長期勤続者の休暇を13週程度にふやそうというものであ
る（ただし 1983年中止）。別の例は 1976年のフォード自動車協約であって，協約
期間内に定休日を 1日ふやし，かつ勤続1年をこえるものに個別取得休日を12
日与えちというものである。とくにこの協約は，賃金よりも休日・休暇の改善
を中心とした点が重要であろう78)。1979年の自動車協約は，前記の個別取得休
日を26日までふやしたが，これは週4日労働制への道を開くものとされたほど
である。
その他の保健厚生プランについては，通常の医療給付等の改善もさることな
がら，特筆すべきは使用者全額負担の歯科治療保険制度の導入であろう。1973年
の自動車，1974年の鉄鋼および鉄道の諸協約は，いずれもそれを定めたものであ
る。なお一般的な医療制度の改善としては，1974年の衣服協約が，従業員とその
家族に全国的な医療ネットワークを設置したことがあげられる。衣服産業は，
労使関係視点よりして後進的とされてきただけに，注目されるべきであろう。
(3) 相互的問題への接近 労使の直接の交渉項目は，いうまでもなく賃金
および附加的諸給付であろうが，企業そのものの存立が脅かされる場合には， 9
労働者と労働組合もその存在を脅かされるおそれがあり，賃金・諸給付の交渉
どころではなくなってしまう。 80年代の組合譲歩時代はその最高の例であろう
が，それほど極端な場合を考えなくとも，技術革新，景気変動，消費者需要の
変化，海外よりの競争圧力などの諸要因は，労使当事者の行動様式に影響を及
ぼさざるをえない79)。それにたいしては，労使相互の問題として労使共通の対応
が生じるのは自然の勢いであって，われわれは，・鉄鋼，自動車，港湾，食肉な
どの諸産業にその実例をみることができる。かかる対応は，いいかえれば使用
78) 藤田至考「UAW の労働条件交渉ー一賃金から雇用• 福祉重視への歩み―」(『日
本労働協会雑誌」 No.227, 1978年2月）は，この点に詳しい。ーなお自動車をふくめ
た 1976年交渉は， 日本の新聞もかなりとりあげたところである（『日本経済新聞」昭
和50年12月15日，昭和51年1月3日， 4月5日， 7月18日， 8月30日， 9月19日，自
動車については最後の 3回）。 なお秋元前掲書， 第4章の 2の記述もわかりやすい。
79) Ruben, op. cit., p. 13. 
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者側の生産性向上動機と労働者側の職務保障動機とが一致した結果であるが，
実際にはこの双方の動機が当初は一致せず，双方の主張を相互にぶつけあいな
がら最終的に了解しあう場合も多い。鉄道の長期紛争はそのよい例であろう。
以下にその各産業の事例をみよう。
1) 鉄鋼。鉄鋼について誰しも思い浮かべるのは， 1959年のカイザー製鋼協
約であろう。同協約は，技術革新と地域的労働条件について調査・勧告をおこ
なう労使委員会を設け，かつ企業成果の株主・従業貝・公衆への公平配分フ゜ラ
ンを作製する中立・労使三者委員会をも同時に設置することを定めたのであっ
て，同年が有名な鉄鋼ストライキの年であっただけに，この協約締結は異常な
関心をよんだ。前記の三者委員会は， 1962年末にそのプラン（従業員の企業果実
分配率 32.5形）を発表し，翌 63年3月発効の新協約は，それを盛りこんだもの
となった80)。一方カイザー製鋼をのぞく大手 11社と USW は~1960年協約に
より合同ヒューマン・リレーション委員会を設置したが， すでにふれた 1963
年の有給休暇 13週制は， 同委員会の勧告に即したものである。 1965年には，
USW執行部は同委員会に批判的態度をとったというが， それでも 1971年の
鉄鋼協約は，生産性向上のための事業所レベルの委員会の設置を定めている。
いわば鉄鋼の労使関係は， 1959年の大ストライキを最後に安定状態に入ったか
のごとくである。
だがこの安定状態を決定的にしたのは， ・1974年の実験交渉協定 (theExperi-
mental Negotiation Agreement, 略して ENA)であろう。これは，年率最低 396
の賃上げおよび 150ドルの一時金の支払を会社が約束する代償として，組合が
80)カイザー製鋼長期配分計画の全訳は「日本労働協会雑誌」 No.50 (1963年5月） 70~ 
80ページにみられる。かつて日本生産性本部専務理事であった卿司浩平氏は，カイザ
ー協約にもふれた一文を「ストライキの終末」と題して発表したほどだが（『朝日新聞』
昭和38年4月23日， 24日），氏の主張は，その後の鉄銅にかんするかぎり，ある程度正
しかったといえるかもしれない。なお1959年鉄鋼交渉については， E.R. Livernash, 
Collective Bargaining in the Basic Steel Industry, Greenwood Press, 1976, 
Appendixes, pp. 300~307が要を得ている。
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企業規模のストライキをしないことを約束するとともに，未解決問題の仲裁付
託を定めたものである。 ENAについての事実上の労使間合意は，すでに前年
(1973年春）みられたところだが，もちろんそれは忽然と現われたわけではない。
USW会長の I・W・アーベル自身が，そのあたりの事情をつぎのようにのベ
ている。
すなわち 1950年代後半に海外鉄鋼メーカーのアメリカ市場進出が顕著とな
ったが， 1959年の鉄鋼ストライキは，かかる進出にチャンスを与えた。その結
果，前記ストライキを見越した増産による在庫増に加えて輸入品が溢れ，事業
所閉鎖や長期レィオフがみられるようになった。 1965年 USW会長は，団体
交渉手続改善のための調査委員会を設けたが，同年の鉄鋼協約は，未解決問題
および他の相互的問題にかんする労使合同調査を定めたため，一労使代表はその
件にかんして非公式の討議を開始し， 1967年には，翌68年の協約改定交渉にさ
いして未解決問題は仲裁に付託するとの案を発表した。この時点では産業側に
仲裁付託方式を認める意思はなかったものの，その実現の条件は熟しつつあり，
同方式は， 1971年協約で定められた生産性向上協力（生産性委員会の設置など）と
ともに，団体交渉関係上の重要な論点となった。 1974年の実験交渉協定(ENA)
に仲裁手続が公式に織りこまれたのは，以上の事情によるBl)。
面白いのは ENAにたいするアーベル自身の評価であろう。厳密なボラン
タリズムよりすれば仲裁は極力避けるべきだが，実際の鉄鋼の歴史は，第三者
の介入を免れなかった。uswの前身たる鉄鋼労働者組織委員会(SWOC)とイ
ンランド製鋼との紛争にたいするインディアナ州知事の関与，第2次大戦中の
戦時労働局(WLB)の裁定， 1949年大統領実情調査委員会の勧告（無拠出年金プラ
ン等の成立に寄与）， 1959年鉄鋼ストライキヘの政府介入， 1965年交渉における
81) J. W. Abel, "Steel: Experiment in Bargaining", The American Federationist, 
July 1973, pp. 1~3. ; I. W. Abel, "Collective Bargaining: Improving the 
Process", The American Federationist, March 1972, pp. 20~21. なお 1950年代
の鉄鋼が内外の競争の故に相対的に力を失いつつあった状況については， Livernash,
op. cit., pp. 167~176が詳しい。
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政府斡旋など，その例は多い。だが以上は，いずれも連邦ないし州の公的機関
による介入であって， ボランタリズムの精神に即した任意仲裁（労使の任意に委
嘱した第三者への任意の付託）といえるのは， それまでのところでは 1968年の刺
激賃金問題の仲裁付託と今回の ENAのみだという82)。アーベルは ENAの
将来に楽観的であったが，その理由としては，①過去の長い安定的労使関係の
崩壊のもたらす事態にたいする恐れ（崩壊回避願望）， ② ENA自体が労使当事
者の発案したものであること， ③ ENAはローカルの問題にかんするローカ
ル組合のストライキ権を認めていること，④賃金・組合保障その他の基本的条
件が聖域として確保されていること，⑥輸入のもたらす脅威，などがあげられ
るという 83)0 
いずれにせよ， その後 ENAが中止されるのは 1983年のことであったか
ら， 1959年のストライキを例外とすれば，鉄鋼の安定的労使関係は，驚くほど
長期間にわたったものといえよう。なおその間の鉄鋼労使の動きには注目すべ
きものがあり，たとえば 1977年協約は，「相当の生涯所得をもたらす生涯ジョ
ップを」という USWの要求に応じて，いわゆる終身保障プログラムを定め
た84)。また 1980年協約には， 40年前にフィリップ・マレーが主張した産業民
主主義の実現ともいうべき労働参加チームの設置が定められている。
2) 自動車。自動車には鉄鋼のような労使共同の派手な動きはない。 1960年
の）ャーサーによる合同労使会議設立案は，産業によって拒否されている。 1979
年 UAW会長のフレイザーがクライスラー取締役となったのは特筆すべきこ
とであろうが，それは破産に瀕した同社への組合の再建協力の見返りであって
みれば85), その意義は薄らぐというものであろう。その意味では 1982年のフ
82) I. W. Abel, "Steel: Experiment in Bargaining", p.5. 
83) Ibid., p. 6. 
84)観察〔2〕の該当部分をみよ。また「日本経済新聞」（昭和52年2月17日および4月
1日）もこの点に注目している。翌1978年の同傾向の USW大会についても，『日本
経済新問」（昭和53年10月9日）はおなじく注目している。
85) 『朝日新聞」（昭和54年10月26日，夕刊）もそのことを伝える。
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ォード協約の定める労使協議機構(MutualGrowth Forums)の方が意義は大き
かろう。
だが相互的な問題をめぐる労使の紛争は， むしろ激しかったとさえいえよ
う。たとえば下請発注の問題は，労使それぞれの立場から重視されてきたもの
であり， 1967年のゼネラル・モーターズ争議（下請発注紛争は通常の苦情手続に委
ねることとされる）， 1976年のフォード協約（熟練作業の外部委託にかんして事前協議
制を定める）， 1982年のフォード協約（外部調達に起因する事業所閉鎖にたいしてモラ
トリウムを定める）などは，その表われであろう。
時間外労働も同様に重要な事項であり， 1970年の UAW大会が時間外労働
の任意性を議題とし，時間外労働にたいする労働者の拒否権を標榜したのは，
重大な問題提起であった。 1973年のクライスラー協約は，時間外労働の拒否権
（任意性）は否定したものの， その制限(1日の実労働時間は所定時間をふくめて9時
間以内）をおこなったが，これは，その結果である。
作業速度は，賃金・労働時間とならぶ通常の交渉事項であるから，作業速度
をめぐる争議自体は，本来は特別な意味をもたないはずである。 1972年のオハ
イオ州ローズタウンおよびノアウッドにおけるゼネラル・モーターズの争議
は，組立ラインのスヒ°ード・アップの中止と被解雇者の復職とを目的にしたも
のであったから，本来はかかる通常の型の争議であった。だがローズタウンエ
場で働く労働者の圧倒的多数が若者であったことから，これらの争議をチャッ
プリンの「モダン・タイムズ」に象徴される「非人間的労働にたいする若者の
反乱を予知させるもの」として捉え， なかには 1960年代初期の若者の怒りの
再来とみる論者がでたりした86)。だが機械工組合(1AM)のウィンビシンガー
は，ローズタウンの若者の反抗は，過去のスピード・アップその他の一方的労
86) William W. Winpisingei:, "Job Satisfaction: A Union Response", The A1'(1eri-
can Federationist, February 1973, p. 9 ; Monthly Labor Review, January 1973, 
p. 22. なお「朝日新聞」（昭和47年3月8日付）の「働きがい返せスト-GMの小
型車ベガ工場」と題する記事，そのなかでの『モダン・タイムズ」にふれたニューヨ
ーク・タイムズの言及などをみよ。
30 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動と解釈（下の上）（小林） 485 
働条件の押しつけにたいする反抗と同列のものにすぎず，それが証拠にノアウ
ッド工場の同種の反抗は，同工場の労働者が比較的高年齢者であるとの理由で
ほとんど言及されていないという。さらにかれは，ローズタウン争議を特別視
する者はアメリカ労働運動史をよく知らないのだとまでいう 87)。もちろん若年
者と高年者との意識の世代間相違を無視することは危険であろうが，さりとて
事態の本質を見失うことはそれ以上に危険であろう。その後の経過からみて
も，ウィンビシンガーの指摘は間違っていなかったといえよう。別ないい方を
すれば， ジャック・バーバッシュの引用するプルーストンの言葉のように，
「労働者は，自分は疎外されており，仕事の意義と満足を高めるためにストラ
ィキをするのだ， と自らいい聞かせてストライキをしたわけではない」88)ので
ある。
3) 港湾。相互的問題にかんする港湾労使の取り組みには，早くから注目す
べきものがある。たとえば 1960年の港湾協約（西海岸）は，労働規則緩和と省力
化承認の代償として最低週賃金の保障（そのための使用者基金設置）を定めている。
だがそれ以上に特記すべきは，やはり港湾労使のコンテナー対策であろう。た
とえば 1969年 1月のニューヨーク港湾協約は，同港より半径 50マイル以内で
荷物の詰め込まれたコンテナーは，船積みに際して再度コンテナーを開き荷物
の詰め寵しができるとしたが，これなどは，コンテナー導入のもたらす事態の
深刻さを労使ともそれぞれの立場で認識した結果であるといえよう。なおこれ
と関連して 1977年協約は，コンテナー導入による港湾労働者の就労時間数の
87) Winpisinger, op. cit., p. 9. 
88) Jack Barbash, "Humanizing Work-A New Ideology", The American Feder-
ationist, July 1977, p. 12. なお自動車の労使関係の統一的把握としては，少なく
とも 1948年~1979年の3特徴として， 賃金にかんする諸ルールの決定，・大手3社の
連結的 (connective)交渉， ジョッブ支配ユニオニズム（ビジネス・ユニオニズム
そのものではない）をあげるものがある。その表現の新奇さをのぞけば，ここで展開
していることにつきる。 HarryC. Katz, Shifting Gears : Changing Labor Rela-
tions in the U. S. Automobile Industry, the MIT Press, 1985, Chapter 2. 
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減少が，同時間数に比例した使用者拠出を財源とする年金基金制度を危くする
おそれがあったため，使用者による同基金の保障義務を定めている5
4) 食肉加工。よく引用されるのはアーマー食品会社の 1959年労使協約で
あって，それによれば，技術的失業の調査研究およびオートメーションによる
失業者の再訓練と再配置のための基金として，会社が 50万ドルを提供するこ
とが定められていた。ただし 2年後の 1961年協約は， 同基金にたいする使用
者拠出の以後中止を定めたから（拠出ずみの5万ドルは再訓線・再配置に充当する），
1959年協約の評価は多少は割引く必要があろう。
5) 鉄道。鉄道労使紛争の歴史は古く，それ自体が独自の研究テーマたりう
るほどである。鉄道の斜陽化と水増し雇用問題とは表裏一体の関係にあるが，
とくに 60年代以降の鉄道労使紛争をみるとき， 会社側の水増し雇用是正の要
求と組合側の乗務員職務保障の要求とが，あまりにも中心的な争点であったこ
とに驚かされる。その経過は観察〔2)に詳述したところであり，概略はつぎ
のとおりである89)。
使用者は，すでに 1959年水増し雇用の中止要求を組合にたいして提出して
いるが，翌 60年には， 走行距離制から時間制への給与計算方式の変更，乗務
区間の拡大，火夫減員問題などをふくむ労働規則の改正を要求し，その後の大
統領委員会の介入にもかかわらず労使間の合意が不成立に終ると， 62年 8月
には労働規則改正（火夫の廃止）を一方的に宣言し，翌 63年にも重ねて一方的改
正（火夫4万人の休職扱い）を宣言したのである。同年議会は，鉄道争議にたいし
て 180日間の時限立法としての仲裁法（新しい先例）を通過させたが， 同法によ
り設置された仲裁委員会は，火夫職務3万の縮小その他を内容とする裁定をく
だしている。 1965年の機関士と制動手の両組合のえた協約は，事業活動の低下
89) 1959年以降数年間の鉄道水増し雇用争議の動きについては， モリスン・ハンドセー
カー「アメリカ鉄道・航空業における労使関係と争議調整」（『日本労働協会雑誌」
No. 75, 1965年6月）が要を得ている。なお水増し雇用の簡単な指摘は， JoelSeid-
man, The Brat加r励odof Railroad Trainmen, John Wiley-and Sons, pp. 18~ 
19, とくに走行距離による労働日＇規定については ibid.,p. 196, note 1 をみよ。
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が一定限度内にとどまるかぎり雇用を保障し，人員削減を必要とする場合は自
然減＝欠員不補充 (attrition)によることとしたが，組合側の守勢の程がよくわ
かる。火夫問題はその後深刻さを増し， 1970年の大統領委員会は，火夫と制動
手の職務一本化， 火夫の新規採用中止（欠員不補充）， 火夫の配置転換などを勧
告したが，一部の鉄道では組合側の譲歩がみられ（先任権単位区間をこえる乗務，
会社の労働規則変更権など），大勢は，ディーゼル化による火夫職務の合理化をや
むなしとする方向にあった。 1972年遂にディーゼル機関車の火夫廃止が原則的
に合意され，ディーゼル化迎入 (1937年）以来の長期紛争はここに終焉にむかう
こと．となった。
その他の合理化についても， 1980年のコンソリデーティド協約は制動手を削
減することとし，また 1982年の全国鉄道労務会議(NRLC)協約は車掌車を原則
的に廃止し，かつ NRLCが時代遅れとしてきた現行労働日規定 (1日100マイ
ル乗務を 1労働日として給与計算の基本とする）については，今後の交渉事項とした
が，その改廃は時間の問顕となった感がある。
鉄道が，旅客・貨物のいずれについても他の代替交通手段たる自動車・航空
機による競争の脅威をうけて斜陽化し， 体質的な合理化を迫られてきたこと
は，世界的に共通した傾向であろうが，それはアメリカの場合とくに顕著であ
った。それだけに組合側の戦務保障にかける情熱は激しかったといえるが，結
果的にそれが水増し雇用を社会的に印象づけ，逆に組合の反合理化運動を制約
したといえる。さて現状は，時間はかかったが，落ちつくべきところに落ちつ
いたということであろう。
6. 反組合的牙城の陥落
ここに反組合的牙城の陥落とは，アメリカ屈指の繊維企業J・P・ スチーブ
ンス社が多年の反組合活動を中止し，遂に労働協約を締結するにいたったこと
をさす。それ自体は組合組織活動の成功例のひとつにすぎないけれども，同社
の反組合活動があまりにも執拗であり，組合側がその目的達成に17年を要した
33 
488 関西大學『継清論集」第35巻第4号 (1985年1月）
ことから，この協約締結は，節を改めて論じるに値する。
スチープンス社は，合衆国の繊維企業としてナンバー 2の地位をしめていた
だけでなく，組合組織化の処女地としての南部を象徴する存在でもあった。南
部に限定しなければ，それは， 1830年代のマサチュセッツ州ロウエルの紡績女
工争議以来の一連の繊維争議に属する90)。それはともあれ，同社の組織化から
協約締結にいたるまでの年譜を以下にあげておく 91)0 
1963年全米繊維労働者組合 (TWUA)への最初の加入署名者 100名がスチーブンス
社に現われるも，即時解雇され， AFL-CIO産別組合部はその撤回闘争の支援
を約束する。
1964年 TWUAは，スチーブンス社の労働法違反（組合活動を理由とする解雇および
解雇の脅迫，対組合スパイ活動および買収行為） を全国労働関係委員会 (NL
RB)に申立てる。
1964~67年 スチーブンス社の法違反行為続出する。
1967年 スチーブンス社被解雇者71名の復職命令が最高裁判所よりだされる。
1969年 同社ステーツボロ工場（ジョージア州）において組合を交渉代表と認める旨宜
言される。
1972年連邦第2巡回控訴裁判所は，スチーブンス社による法廷命令拒否を法廷侮辱と
するとともに，組合オルグの会社掲示板使用および会社構内での演説の権利を
認める。
1973年 ノース・カロライナ州の同社ローノーク・ラヒ゜ッヅ工場で，クリスタル・リー
・ジョルダンその他が組合活動を理由に解雇される。のちに製作される映画
『ノーマ・レイ」は，ジョルダンの経験を描いたもの。同州ウォーレス工場で
は組合オルグの仮住居（モーテル）に盗聴器が発見され，、会社役員が起訴され
るが，会社は5万ドルを払って解決する。年末までに会社が NLRBや連邦法
廷より支払を命じられたバック・ペイ等の金員総額は， 100万ドルを超える。
1974年 ローノーク・ラヒ°ッヅ工場の代表選定選挙では，組合が大多数によって支持
90) Tom Herriman, "A Union at J. P. Stevens", The American Federationist, 
December 1980, p. 1, ; J.Gary DiNunno, "J. P. Stevens: Anatomy of an 
Outlaw", The American Federationist, April 1976, p. 1. 
91) Herriman, op. cit., pp. 5~6. 
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されるが，会社は賃金・先任権等の基本事項の話し合いを拒否し，協約交渉は
その後6年半を要する。
1975年スチーブンス社は，組合との交渉を回避するためステーツボロ工場を閉鎖す
る。
1976年 TWUAは合同衣服労働者組合 (ACWA) と合同し，合同衣服繊維労働者組
合 (ACTWU)が結成されるが， その結成大会でジョージ・ミーニーは，ス
チープンス社を労働法違反の全米ナンバー1とよぶ。また AFL-CIOは，ス
チーブンス社製品の全国的ボイコットをおこなう。
1977年 3月スチーブンス社株主総会に労働・教会・公民権諸グループが連合して出席
する。 これは，組合による "corporatecampaign"の第1弾とされる。 8月
連邦第2控訴裁判所は同社の法廷侮辱を認め， かつ南北両カロライナ州の 63
工場における組合オルグ活動の承認を命じる。
1978年 スチーブンス社製品のボイコット運動は，学生・市議会・婦人団体・宗教団体
の支援をうけ，はずみが加わる。日本，オーストラリア，イスラエルなどの諸
外国の組合運動もこれを支持する。 5年前に解雇されたクリスタル・ジョルダ
ン他は，最高裁判所の決定により復職する。
1979年連邦議会リーダー，地域団体等もスチープンス社製品のボイコットを誓う。
20世紀フォックス社の映画「ノーマ・レイ」が封切られる。スチーブンス社の
一部工場で組合が交渉代表に選ばれ，また同社にたいする裁判所の団体交渉応
諾命令がだされる。他に過去2年半の同社の反組合活動が明るみにでる。さら
に組合は，会社を相手どって 1,190万ドル請求の公民権法違反訴訟をおこな
う。
1980年南部の6人のカソリック僧正は，職場内の人間の尊厳を守る立場からスチープ
ンス社にたいする組合の闘争を支持する。南カロライナ州の同社工場における
労働安全衛生法違反は 351件に達する。バージニア州では，同社の5人の被解
雇者の復職が NLRBによって命令される。連邦第4巡回控訴裁判所は，ロー
ノーク・ラビッヅ工場では誠実な団体交渉がおこなわれていないと判断する。
遂にホイットニー・スチーブンスがスチープンス社会長となり， ACTWUと
の紛争解決にのりだし， 10月労働協約が締結かつ署名される。同協約は 10エ
場で組合により批准される。
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スチープンス社にたいする組織化・協約締結闘争の概要は，以上のとおりだ
が，若干の注釈をつけ加えておく必要はあろう。当初のスチープンス社の反組
合的姿勢の強さには下院教育労働委員会のフランク・トンプソンユ世議員も驚
いたようで，同議員は，同社にたいする NLRBの命令（被解雇者の復職・バック
ペイ，陳謝文の掲示）は「手首へのしっぺ」 (aslap on the wrist)程度のものにす
ぎず，会社は戦闘(battle)に敗れて戦争(war)に勝ち， 組合排除の目的を達成し
たと語ったほどである92)。さらに同議員は，スチープンス社が NLRBおよび
法廷の被解雇者復職命令に服すると約束したものの，解雇から復職までに 5年
を要した事例をあげている93)。1976年（組織化開始からis年）の時点でも，スチー
プンス社はなお労働法違反のナンバー 1企業であった94)0 
それだけに 1980年のスチープンス社の譲歩は， 注目すべき内容を含んでい
る。その中心は苦情仲裁条項であって，これにより従業員の会社に物申す権利
（人間として扱われる権利）が始めて認められたとされたから，同条項が過去150年
の企業方針の否定であったことは明白であり，スチープンス社がその承認をし
ぶったことも容易にうなずける。職務基準，労働負荷，刺激賃金率などの決定
が苦情手続の対象となりえたことは，スビード・アップやストレッチ・アウト
(stretch-out)が繊維労使関係の主要争点であっただけに， その意義は大きい。
• 表からなる安全衛生委員会の設置は，災害（指・腕の欠損など）
および疾病（肺疾患）を特徴とした労働現場にとって大きな光明となった。他に
将来の紛争処理）レールとして，交渉代表選挙の申入れにたいする会社の同意義
務が定められた。スチープンス闘争の勝利が，南部組織化に拍車をかけるもの
と期待された所以でもあろう 95)0 
92) Frank Thompson, Jr., "A Case History of Union-Busting: J. P. Stevens in 
_the South", The American Federatonist, July 1966, pp 6, 7. 
93) Frank Thompson, Jr., "J.P. Stevens and Unionbusting: Part I", The American 
Federationist, April 1968, p. 21. 
94) DiNunno, op. cit., p. 1. 
95) Herriman, op. cit., pp. 2~3. 
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そーれにしてもスチーブンス争議は，同社製品のボイコット，関連取引企業へ
の道徳的圧力， 法廷 ・NLRBべの提訴などの多面的な戦術の集大成であって
みれば， その勝利の真の原因を探るのは難しい。製品ボイコットについてみ
れば，スチープンスの売上げは，一般消費者相手の店頭販売によるものは30彩
にすぎず，企業，病院，ホテル，政府などの大口消費者を相手とするものが大
半をしめていたから，ボイコット戦術の効果は制約されざるをえず，したがっ
てその効果を否定する会社の主張は，あながち故意の悪宣伝であったとはいえ
ない。組合自身もその限界を認めて代表的市民の委員会をつくり，会社の反組
合的姿勢を社会的に訴えようとした96)。関連取引企業への圧力行使について
も，その効果は同様に測りがたい。関連企業がスチーブンス社の労働政策の責
任の一半を負わされたのでは，関連企業としてもやりきれないであろうが，組
合は， この戦術（いわゆる "corporatecampaign")の一環として同社にとって最
大融資企業たるメトロポリタン生命保険会社を標的に選び，その取締役会に組
合の推す人物を送りこもうとしたのである。その後メトロポリタン社会長がス
チーブンスに会いにいったという事実はある97)。以上の 2つの戦術に比すれ
ば，法廷および NLRBをつうじての闘争はより効果的であったと想像される
のであって，過去 17年間に組合は NLRB申立事件の 100件について勝利し，
連邦法廷もその NLRB決定をくり返し支持してきたという98)。だがこれとて
勝利の決定的要因ではない。
トム・ヘリマンの見方は， 紛争に要した 10数年の歳月とその間の諸々の出
来事（とくに合衆国・カナダをふくめた組合支援体制）がスチーブンス経営者をして
妥協の潮時を感じさせたというにある99)。無難な見方といえよう。
96) Ibid., p. 4. 
97) Ibid., pp .4, 7. 
98) Ibid., p. 7. 
99) Ibid., p. 7. なお日本人の目でスチープンス労使関係をみたものとして， 島田睛雄
「フリーランチはもう食えない一ーアメリカ産業社会再生の構図」（日本評論社，
1984年刊）第2章の2が面白い。
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なおスチープンス争議ほど注目されなかったが， 同様な型の繊維争議とし
て，テキサスおよびニュー・メキシコ両州におけるファラ社の紛争(1972年~74
年）があげられる。争点が団体交渉権の確立であり， また争議手段として製品
ボイコット (19カ月間）のおこなわれたことなどが， スチープンスの場合と似
る。争議参加者の98彩がメキシコ系(Chicano)であり，またその 80彩が女性で
あったというのに，この家父長的かつ恩情的企業主は，労働者に番犬をけしか
け，メキシコよりストライキ破りをバスで導入したのだから， 舞台を 1930年
代のそれと錯覚させるが，この争議にスチーブンスと共通する南部的風土の匂
いは強烈である100)。ただし争議が比較的短期間に終ったのは， 幸いというベ
きであろう。
7. 団体交渉の非労使関係領域への拡大
最後に，伝統的な交渉部門とは無関係な領域に，ひとつの変化が生じたこと
を論じておかねばならない。いわゆる団体交渉形式の普及がそれであって，具
体的には交渉相手の承認，同相手との誠実な交渉，交渉による合意事項の文書
化という労使交渉上の 3段階手続が，その集団紛争解決のメカニズムとしての
有用性の故に伝統的労使関係のコンテクストを抜けだし，他の諸々のコンテク
スト（賃貸人と賃借人，大学当局と学生，刑務所当局と囚人，市当局と公民権団体，医者
と健康保険団体などの諸関係）に入りこみだしたことをさす101)。 この変化が顕著
となったのは 1970年であり， その年がいわゆる世界的な大学紛争の時期であ
ったことからすれば，大学紛争は前記の時代的変化を象徴したものと考えてよ
い。
けれども労使関係コンテクストにおける団体交渉手続がすぐれて具体的な性
100) Rex Hardesty, "Farah: The Union Struggle in the 70s", The American 
Fe<ierationist, June 1973, pp. 1, 8, 12. 
101) Tom Bornstein, "Unions & Bargaining:-The Perennial Critics", The A醗
rican Federationist, February 1977, p. 20. 
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質のものであることからすれば， 交渉手続の拡大が現実的意味をもちうるの
は，むしろ大学以外の非労使関係領域であろう。当時，大学紛争はその外貌が
派手にすぎただけに，大学関係を労使関係になぞらえ，大学組織における専門
管理者と学生・知識人という新社会階級の登場をかつての労使関係における経
営者と労働者という社会勢力の登場と対比し，多少の希望的観測をこめて将来
を展望する主張もみられたが102), その後 10数年をへた今日からみると，状況
は大学紛争以前とそれほど変っていない。若者の意識・習俗の変化という点を
のぞけば，大学関係における学生が社会階級として別に新しくなった様子はな
い。ただし教授たちが大学運営上の問題解決方式として理事会との交渉方式を
利用する傾向が生じ，そこに「交渉のフロンティアー」が広がったことは想像
にかたくない。それは，理事独裁の終焉ではあっても大学の合議運営ないし教
授支配ではなく，かの産業民主制に対応するものとしての大学民主制であると
いうことはできよう 103)。 もちろんそれが単なるレトリックに終る可能性はな
しとしないが。
団体交渉方式の現実的な適用の最上の例は， おそらくはプロ野球界のそれ
であろう。 1971年ワールド・シリーズ直前に審判ストライキがあり，翌 72年
には両リーグの選手が野球史上最初のストライキをおこない， シーズン開幕
を2週間おくらせた。選手の要求は， 年金基金にたいする球団拠出額の増額
(110万ドル）であり， やがて争議自体の解決はみたけれども， なによりも重要
なのはその意義であって，それは， 10万ドル選手ですら大エ・指物師と大差の
ない労使関係当事者であり，団体交渉の魅力にたいして免疫性をもちえないと
いう事実が広く認識されたことにある 104)。1981年の大リーグのストライキは，
選手会の事務局長マービン・ミラーがかれ自身の全米鉄鋼組合活動家としての
102) クラーク・カー「アメリカの大学紛争—労使関係と大学紛争一」（『日本労働協
会雑誌」 No.124, 1969年7月）とくに 51ペー ジ。
103) Alfred Loewenthal & Robert Nielsen, "Unions in Academia: A Bargaining 
Frontier", The A加 ricanFederationist, April 1977, p. 2. 
104) Monthly Labor Review, January 1973, pp. 25~26. 
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22年の経験を活かして指導しただけに，典型的な労使紛争の様相を呈した。争
点は自由契約制度の改定問題であり，具体的には， 5年間同一球団に在籍した
選手が6年目に契約更新せず，前年々俸の20彩減でプレーすれば，シーズン終
了後は他球団に移籍できるという現行制度が，選手年俸の大幅上昇をもたらし
たため，その対策として球団側が，自由契約選手をとった球団はその見返りに
支配下の選手を放出しなければならないという補償を設けようとしたことに
ある。 このような球団オーナーによる改定提案の意図が， 自由契約制による
俸給上昇傾向の抑制にあるとみられたことも， 前記の様相を強めたと思われ
る105)。
（つづく）
105)この大リーグ争議については， 日本の新聞も多くを伝えた。 たとえば『朝日新聞」
（昭和56年6月13日夕刊および6月30日），『日本経済新聞」（昭和56年6月14日およ
び7月31日夕刊）をみよ。
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